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２．令和４年度フォローアップ調査結果（概要）

・調査期間︓令和４年１０⽉１９⽇〜１１⽉１８⽇
・調査企業︓全国スーパーマーケット協会の会員企業２５３社
を対象
・回答企業︓４社（前年度７社）
・回答率︓１.５８％（前年度２.３２％ ）
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２．令和４年度フォローアップ調査結果（概要）

概観（改善できた点、改善の余地がある点等特筆すべき内容を記載）
✔ 2022年度に適⽤する単価の決定・改定にあたり、各変動コストの反映について各項
⽬とも「概ね反映できた」と回答した企業が多く、合理的な価格決定に関わる取組み
がなされているものと想定される。

✔発注側で客観的な経済合理性や⼗分な協議⼿続きを⽋く原価低減要請を⾏わない
ことを７５%の企業が「徹底できた」と回答。

✔回答企業全てにおいて⼿形を使⽤しておらず、現⾦払いとなっている。
✔知的財産等を含む取引において、適正な取引を実現するための取り組みについ
ては「該当なし」の回答のみ。

✔働き⽅改⾰による影響については「特に影響がない」との回答が多くなっている。
コスト負担での設問では適正な取引を阻害するような条件の取引はほぼなかった。
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３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組②原価低減要請、協賛等

【分析結果・今後の課題】
・発注側で客観的な経済合理性や⼗分な協議⼿続きを⽋く原価低減要請を⾏わない
ことを７５%の企業が「徹底できた」と回答。
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【設問と回答】
設問．客観的な経済合理性や⼗分な協議⼿続きを⽋く原価低減要請を「⾏わないことを徹
底しましたか」/「受けたことがありますか」
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３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組③⽀払条件

【分析結果・今後の課題】
・⼿形を使⽤している企業はなく、全て現⾦払いでの取引となっている。
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設問．下請代⾦当を⼿形等で⽀払っている場合、その割合はどれくらいですか。
【設問と回答】
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３．令和４年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取組④知財

【分析結果・今後の課題】
・知的財産等を含む取引において、適正な取引を実現するための取り組みについ
ては「該当なし」の回答のみ。

【課題を踏まえた今後のアクション】
・知財に関わる各種研修や情報の収集を⾏い必要な企業へのフォローを⾏うことを協会とし
て検討していく。
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【設問と回答】
設問．知財の適正管理について実施しているか。
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４．今後の取組

【ホームページ】 【各種イベントやセミナー】

・協会ホームページ、週報、各種イベント等で⾃主⾏動計画を紹
介し、会員企業へ⾃主⾏動計画の趣旨や取組について、周知・
啓発を図る。

・「パートナーシップ構築宣⾔」について、協会ホームページへ
の記載やメール配信等により、引き続き周知・要請を図る。

・実態調査への回答率向上のため、⾃主⾏動計画による取り組み
の趣旨等について会員企業への情報発信に努める。

【協会週報】


